
環境影響評価法（抜粋） 

   第二章 準備書の作成前の手続  

中略 

    第二節 方法書の作成等  

中略 

（方法書の送付等） 

第六条  事業者は、方法書を作成したときは、第二条第二項第一号イからワまでに掲げる事

業の種類ごとに主務省令で定めるところにより、対象事業に係る環境影響を受ける範囲で

あると認められる地域を管轄する都道府県知事及び市町村長（特別区の区長を含む。以下

同じ。）に対し、方法書を送付しなければならない。  

２ 前項の主務省令は、同項に規定する地域が対象事業に係る環境影響評価につき環境の保

全の見地からの意見を求める上で適切な範囲のものとなることを確保するため、その基準

となるべき事項につき主務大臣（主務大臣が内閣府の外局の長であるときは、内閣総理大

臣）が環境大臣に協議して定めるものとする。  

 

（方法書についての公告及び縦覧）  

第七条  事業者は、方法書を作成したときは、環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評

価の手法について環境の保全の見地からの意見を求めるため、環境省令で定めるところに

より、方法書を作成した旨その他環境省令で定める事項を公告し、前条第一項に規定する

地域内において、方法書を公告の日から起算して一月間縦覧に供しなければならない。  

 

（方法書についての意見書の提出）  

第八条  方法書について環境の保全の見地からの意見を有する者は、前条の公告の日から、

同条の縦覧期間満了の日の翌日から起算して二週間を経過する日までの間に、事業者に対

し、意見書の提出により、これを述べることができる。  

２ 前項の意見書の提出に関し必要な事項は、環境省令で定める。  

 

（方法書についての意見の概要の送付）  

第九条  事業者は、前条第一項の期間を経過した後、第六条第一項に規定する地域を管轄す

る都道府県知事及び当該地域を管轄する市町村長に対し、前条第一項の規定により述べら

れた意見の概要を記載した書類を送付しなければならない。  

 

（方法書についての都道府県知事等の意見）  

第十条  前条に規定する都道府県知事は、同条の書類の送付を受けたときは、政令で定める

期間内に、事業者に対し、方法書について環境の保全の見地からの意見を書面により述べ

るものとする。  

２ 前項の場合において、当該都道府県知事は、期間を指定して、方法書について前条に規

定する市町村長の環境の保全の見地からの意見を求めるものとする。  

３ 第一項の場合において、当該都道府県知事は、前項の規定による当該市町村長の意見を

勘案するとともに、前条の書類に記載された意見に配意するものとする。  

資料５ 



千葉市環境影響評価条例（抜粋） 

   第７章 法対象事業等に係る手続 

    第１節 法対象事業に係る手続 

中略 

 （市長意見の形成の手続） 

第４６条 市長は、法第１０条第２項（法第２０条第２項（法第４０条第２項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）において準用する場合及び法第４０条第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）及び法第４８条第２項において準用する法第２０

条第１項後段の規定により知事に対し意見を述べようとするときは、千葉市環境影響評価

審査会の意見を聴くものとする。 

 

以下略 

 


